３　商工会

　長い間の戦時体制に国民の生活状態は圧縮され、当時の商工業は鳴かず飛ばずの経営状態が続いたが、戦争の終結によって盛り返した生産事業は各所に復興し、とくに運輸事情や道路整備の好転によって商工業の伸びがめだってきた。
羽合町合併までの
　こうしたなかにあって、旧長瀬村では戦前から商店経営の有志が集まって商業団体組織をつくっていたが、

商工会組織
戦争中一時立ち消えとなり、戦後になって２５年頃再び設立し、３０名程度の組織をもっていた。それが２８年の羽合町合併によって、長瀬商工会役員を中心に羽合町商工会設立を全町的に呼びかけ、２８年に栄久座（長瀬映画劇場）で集会を開き、会員約１００名の任意組織である商工会の前身が生まれたのである。

法制化までの商工
　全国的にもこうした組織は多く、その総数２,６５７以上で４２３,０００人の会員があったが、平均すれば１
会
組織当たり１６０人程度のもので、どこでも大体３～６割の加入者にとどまる程度であった。また、商工会という名の事業も、中元、年末等の大売出しや、国民金融公庫の斡旋、観光宣伝などが主要な事業であって、個々の商店や事業所に対する経営指導あるいは研修の機会などの指導面に対するものは比較的実施されていないのが実情であった。全国のこうした実態が判明するにおよんで、これでは法人格のものもなく組織形態もまちまちで、急激に進化してゆく社会のなかでは小規模事業者の事業経営は立ち遅れてゆき、とくに経営上の問題解決のための指導、相談などのできる制度が必要であるとの判断から、これに専門の指導員を配置していく構想が練られていった。


　３５年６月１０日、全国商工連合会の強い要望などもあって、ついに「商工会の組織等に関する法律」が成立した。羽合町でもこの法律の施行を機に町内全商工業者の加入を呼びかけ、「経営不安定な零細企業の多い羽合町商工業者が団結して、共通の利益のため諸問題の解決に対処できる経営の改善近代化を図り、もって町民経済の健全な発展に寄与しよう」という趣意書を配布した。
羽合町商工会の発
　こうして３６年１月２８日羽合町商工会創立総会が長瀬小学校で開催され、会員総数１２４名を数え、会長

足と充実
に中島二郎、副会長に横山春吉を選任した。さらに３月１０日には法人団体として正式に認可され、仮事務所
事務局の設置と指
を役場内に置いて出発した。しかし、法人商工会として出発する１番大きなねらいであった経営改善普及員の
導員の配置
羽合町への単独配置は、１町村当たり小規模事業者３００名以上に配置するという規定に合致せず、いたしかたなく北条町の１８０名と羽合町２１６名の共同設置ということになった。その後小規模事業対策費は年々増額され、それに伴なって商工会の設置数もふえ、普及員の名称も経営指導員となってその数も商工会設立の数を上廻っていった。このため羽合町も４２年７月指導員が商工会に単独設置となり、充実した指導業務に当たれることとなった。しかし商工業経営も年々複雑化し、経営事務もある程度の専門的知識を求められるようになった。特に税務対策事務は素人判断では処理し難くなり、これを指導できる職員の配置が強く望まれていた。このため各単位商工会に新しく「記帳指導員」が置かれるようになり、羽合町商工会にも４６年から非常勤の形で置かれるようになった。

　本来商工会の設置された目的は指導員による商店個々の経営改善普及事業と、商工会員相互の共同事業として事務局を中心に実施される一般事業に区分されて運営されるものであるが、商工会自体を運営する組織が財源との関係で整備されておらず、現在経営指導員が事務局長を兼ねた形で運営されている。

　現在商工会として実施している事業の内容について、昭和４８年度総会議案から主なものを拾ってみれば次のとおりである。
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商工会経営事業の
○経営改善普及事業
概要
（１）経営指導員による指導＝巡回指導　３１３回、　（４）記帳指導員による指導＝被指導者延数　３４５

　　窓口指導　４８６回　　　　　　　　　　　　　　　　人

（２）講習会等による指導＝回数　２２回、受講者　　（５）金融斡旋＝斡旋件数　５４件、斡旋總額

　　数　２５３人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０４,３４０,０００円

（３）専門指導員による指導＝回数　８回、受講者


　　数　３４人


○一般事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４）観光振興事業＝観光協会役員会・同総会

（１）総会振興事業＝珠算検定試験　２回、１７３　　（５）金融対策事業＝小口店舗資金貸付斡旋並びに

　　人・時局講演会・町村長との懇談会等　　　　　　　　審査・金融に関する相談

（２）商工振興事業＝植後大売出し・歳末大売出し　　（６）経営税務対策事業＝青色申告の講習会・失業

　　・相田市サービス店会サービス券集計事業　　　　　　保険に関する指導・確定申告ほか税の全般相談

（３）工業振興事業＝中小企業技術者研修講座・工　　（７）青年婦人対策事業＝商工会青年部役員会、同

　　場経営講習会・建設業経営講習会等　　　　　　　　　研修会・婦人部研修会
会員数と事務局へ
　このように内容的には大巾な諸事業が実施されているが、ますます複雑化してゆく高度経営の指導と振興対
の補助金
策には、事務局の強化整備が望まれている。羽合町商工会に対する国県・町の負担補助金と会員の状況等は次のとおりである。

